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• ガス事業のみならず電力事業、また都市開発、情報処理、材料など多岐に渡り事業を展開。更に海外にもビジネス領域を拡大し、事業ポートフォリ

オの進化・強靭化を図っている

Daigasグループについて
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創業 1905年

従業員数*1 （連結）21,404人

資本金*2 132,166百万円

連結総資産*2 3兆2,005億円

連結売上高*2 2兆690億円

お客さまアカウント数 1,071万件
内、ガス供給件数   543万件
低圧電気供給件数   245万件

その他 283万件
（2025年3月時点）

関西の都市ガス
供給エリア

*1 2025年3月末時点 *2 2025年3月期

 国内エネルギー
都市ガスの製造・供給および販売、ガス機器販売、ガス配管工
事、LNG販売、
LNG輸送、LPG販売、産業ガス販売、並びに発電および電気
の販売等

 海外エネルギー
天然ガス等に関する開発・投資、エネルギー供給等

 ライフ&ビジネスソリューション(LBS)
不動産の開発および賃貸、情報処理サービス、ファイン材料お
よび炭素材製品の販売等 

2025年
3月期

国内エネルギー 
84%

海外エネルギー
6%

LBS
14%

調整, 
-4%

国内エネルギー 
43%

海外エネルギー
39%

LBS
16%

調整
2%

2兆690億円
売上高

1,813億円
セグメント利益



• 社会が低・脱炭素化を目指すトランジション（移行）期に、Daigasグループは総合エネルギー企業としてエネルギーのS+3E※1を踏まえながら

熱・電気のカーボンニュートラル化、ネガティブエミッション※2の取り組みを加速させ、皆さまと共に社会全体のカーボンニュートラル化を促進

Daigasグループによるエネルギーのカーボンニュートラル化の全体像
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 再生可能エネルギーの更なる普及拡大

(太陽光・風力・バイオマス等)

 蓄電池による安定供給への貢献

 火力電源のゼロ・エミッション化への取り組み

電気エネルギーの

カーボンニュートラル化

ネガティブエミッションの

取り組み

 天然ガスによる安定供給・低炭素化への貢献

 天然ガスからe-メタンへのシームレスな移行による脱炭素化

 e-NG※3 Coalition等の国際連携によるe-メタン普及拡大

 将来のSOECメタネーション技術革新によるe-メタン普及加速

 H-to-A 産業※4等から排出される大量のCO2を回収し

国内外の地下貯留地でのCCS※5により直接削減

 持続的な森林開発・管理によるCO2の直接除去

 お客さまのニーズに合わせたカーボンクレジット活用

熱エネルギーの

カーボンニュートラル化

Economic Efficiency

経済性Environment

環境性

カーボンニュートラル

実現

+
Safety

安全性 Energy Security

安定性(供給)

※1：S+3E＝安全性(Safety)、安定供給(Energy Security) 、経済効率性(Economic Efficiency) 、環境性(Environment) ※2：ネガティブエミッション＝大気中に蓄積している温室効果ガスを回収・除去する技術の総称

※3：e-NG＝electric natural gasの略称。e-メタンの欧米における別称 ※4：H-to-A産業＝CO2排出削減が困難な産業(Hard to Abate） ※5：CCS＝二酸化炭素の回収・貯留(Carbon dioxide Capture and Storage)



カーボン
ニュートラル
社会の実現

熱エネルギー
カーボン
ニュートラル化

電気エネルギー
カーボン
ニュートラル化

ネガティブ
エミッション

CCS※3（H-to-A 産業※4を中心としたCO2排出者からのCO2を回収／将来は大気中のCO2を回収）

森林吸収プロジェクトへの出資・参画／カーボン・オフセット都市ガスの利用

水素・アンモニア利用を検討

アンモニア・バイオマス利用等を検討

Daigasグループによるエネルギーの低・脱炭素化ロードマップ

• 2030年までは省エネや既存技術を活用した低炭素社会へのトランジション、2030年からはCNエネルギ－導入による脱炭素社会への

トランジションを進め、2040年から革新技術によるCNエネルギーの普及を拡大・加速して、エネルギートランジションを牽引

• 総合エネルギー企業としてS+3E※1を踏まえた最適なソリューションをご提案し、皆さまと共にカーボンニュートラル社会の実現を目指す

2020 2030 2040

脱炭素社会へのトランジション期
（CNエネルギーの初期導入＋政策支援）

CNエネルギーの普及拡大・加速期
（革新技術の社会実装）

再生可能エネルギー電源開発 （太陽光 ・ 陸上風力 ・ 洋上風力 ・ バイオマス）/蓄電池の活用

石炭（臨海部）

石炭・石油
(熱源・船舶燃料等)

天然ガス高度利用 e-メタン・バイオメタンへの移行

天然ガス転換 e-メタン・バイオメタンへの移行

新規利用（水素・アンモニア利用 発電所近傍等）

天然ガス火力発電
e-メタン・バイオメタンへの移行／水素やCCS利活用等の活用

電力の高度利用（VPP※２実証・需給マネジメントシステムの高度化） VPP実装・需給マネジメント確立

火力電源ゼロ・エミッション化

更なる普及拡大

e-メタン・バイオメタン導入加速

e-メタン・バイオメタン導入加速

2050

低炭素社会へのトランジション期
（天然ガス高度利用・省エネ）

3

革新技術導入
SOECメタネーション

e-メタン
本格導入開始

※1：S+3E＝安全性(Safety)、安定供給(Energy Security) 、経済効率性(Economic Efficiency) 、環境性(Environment)

※2：VPP＝Virtual Power Plantの略称で、情報通信技術等により、アグリゲーターと呼ばれる事業者が 分散電源等を統合的に制御することで、あたかも一つの発電設備のように機能する仮想発電所のこと

※3：CCS＝二酸化炭素の回収・貯留(Carbon dioxide Capture and Storage) ※4：H-to-A産業＝CO2排出削減が困難な産業(Hard to Abate）



• 工業用・業務用のお客さまに対して、天然ガスの高度利用・蓄電池による省エネ・蓄エネ・BCP対策や、太陽光発電や食品廃棄物の再利用による創

エネ、IoTデータを活用した脱炭素化支援など、多種多様な価値提供型ソリューションをD-Lineupとしてスピーディーにご提案

Daigasグループが提供するソリューション
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都市ガスのカーボンニュートラル化を担う “e-メタン”

• 水素とリサイクルされたCO2
※1を合成して製造するe-メタンは、天然ガスとほぼ同じ成分であることから既存の都市ガスサプライチェーンを

そのまま利用して供給が可能な水素キャリア（水素は、天然ガスと物理特性が異なるため、都市ガスサプライチェーンをそのまま使った供給は困難）

• 都市ガスを利用されているお客さまは燃焼機器などの設備を変更すること無しに、カーボンニュートラルな燃料であるe-メタンの利用が可能
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再生可能エネルギー

CO2

大気に排出

排出計上済みの

CO2を回収・再利用

家庭用

工業用

業務用

e-メタン燃焼時

CO2排出計上ゼロ

工場 等

CO2を再利用

水素キャリアとして

e-メタンに変換

e-メタンを作る技術

“メタネーション”

水素とCO2から

触媒反応で

大量・安価に

e-メタンを合成

天然ガスとほぼ同じ成分で

あることからe-メタンは

都市ガスサプライチェーンを

そのまま利用して供給可能

カーボンリサイクル燃料
（e-メタン、e-fuel、SAF等）

お客さま 燃焼機器CH4
e-メタン

H2
水素

CO2
二酸化炭素

LNG輸送船 LNG受入基地

都市ガス

パイプライン

都市ガスサプライチェーン

H2O
水

“メタネーション”

お客さまは設備を変更すること無しに

e-メタンの利用が可能

H2

CO2

メタネーション

（触媒反応）

CH4
e-メタン

※1：バイオ由来のCO2や将来的にはDAC（Direct Air Capture：大気中の二酸化炭素を直接吸収・除去する技術）由来のCO2も活用することを想定

リサイクル

天然ガスから徐々にe-メタン供給へ切替え



• ２０２５年２月１８日に閣議決定された第７次エネルギー基本計画では、２０３０年度において供給量の１％相当のe-メタン又はバイオガスを導管に

注入することなどが記載されている。

第７次エネルギー基本計画におけるe-メタンの記載

6出典：2025年6月18日 メタネーション官民推進協議会

（1）エネルギー政策の基本的考え方
２０４０年に向けては、電化が困難であるなど、脱炭素化が難しい（Hard to Abate）分野においても脱炭素化を推進していくことが求められるため、

天然ガスなどへの燃料転換に加え、水素等（水素、アンモニア、合成燃料、合成メタン）やＣＣＵＳなどを活用した対策を進めていく必要がある。

（４）合成メタン等
① 合成メタン 
水素とＣＯ２から合成（メタネーション）された合成メタンは、既存のインフラ等を利用できるため、ガスの円滑な脱炭素化に寄与し得る。合成メタンの

市場創出や利用の拡大には、実用化・低コスト化に向けた技術開発と同時に、持続可能な形で投資が継続される環境整備を進めることが重要である。 
合成メタンの製造コストは、ＣＯ２回収コストやメタネーションの設備費等が含まれるが、特に、水素製造コストが大きな割 合を占めている。こうしたコ

ストを低減するため、既存のメタネーション技術より生産効率が飛躍的に高まる革新的メタネー ション技術について、２０３０年の基盤技術の確立、２０
４０年代の大量生産技術の実現を目指し、引き続き、技術開発に取り組む。 
２０３０年度において、供給量の１％相当の合成メタン又はバイオガスを導管に注入し、その他の手段と合わせてガスの５％をカーボンニュートラル化

していくため、これらの導入目標をエネルギー供給構造高度化法の判断の基準等に位置付け、 その導入コストのうち、ガスの一般的な調達費よりも割
高になる部分は、ガス小売事業者間の公平な競争環境を整備する観点から、託送料金原価に含めることができる仕組みを構築する。また、これらを踏
まえ、地球温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における排出係数への反映や合成メタンの排出削減価値に係る第三者
認証機関に求める具体的な要件の検討を行うなど、必要なカウントルールの整備等を行う。 
合成メタンやバイオガスの導入などの様々な手段を組み合わせ、２０５０年の都市ガスのカーボンニュートラル化を実現するため、特定の事業者のみな

らず、全国の都市ガス事業者により、日本全体として都市ガスのカーボンニュートラル化を推進するという視点から、必要な制度等の在り方について検
討を行う。 

４.次世代エネルギーの確保/供給体制 

１．総論

Ⅴ.２０４０年に向けた政策の方向性



e-メタンによるCO2削減効果

• お客さまが利用する天然ガスをe-メタンへ切替えていくことは、社会全体で排出されるCO2の大幅な削減に貢献

• Daigasグループは、“e-メタン普及による社会全体のCO2排出削減”を重要戦略の1つと位置付け、e-メタンの製造や技術開発を積極的に推進

（カーボンリサイクルによってCO2削減効果が生じるため、e-メタンを利用されるお客さまのe-メタン燃焼時のCO2排出計上はゼロとなる）
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H2

CO2

工場

e-メタン燃焼時

CO2排出計上 ゼロ

e-メタン利用

CO2排出＋100

回収・リサイクル

天然ガス利用

CO2排出＋100 CO2排出＋100

天然ガス利用

e-メタン利用

回収・リサイクル

e-メタン製造

天然ガス生産

CO2排出

合計

＋200

CO2排出

合計

＋100

▲100CO2排出 0

天然ガス利用時の大気へのCO2排出

e-メタン利用時の大気へのCO2排出

カーボンリサイクルのCO2削減効果を反映 CO2排出計上 0

※1：将来、技術革新によって大気中から直接CO2を回収するDAC(Direct Air Capture)やバイオ由来CO2を安価にしていくことも検討し、これらのCO2を原料として利用することによってCO2排出＋100をゼロとすることも目指す

▲100＋100

e-メタン利用

▲100 ＋100 

CO2

工場

カーボンリサイクルによる

CO2排出計上の考え方

CO2排出計上＋100※1

e-メタン製造

H2

都市ガス利用者

CO2

e-メタンへの

切替えに伴う

CO2削減効果

オフセット

CO2

工場

都市ガス利用者

CO2

都市ガス利用者

CO2



環境性

安定性

経済性

• 石炭・石油から天然ガスへの燃料転換による大幅な低炭素化と共に、NOx・SOxの排出量削減による環境負荷低減も実現

• 更に、天然ガスからe-メタンへのシームレスな移行による脱炭素化が可能であり、トランジション期の経済性や供給安定性を高い次元で両立

天然ガスシフト・e-メタン利用によるトランジション

天然ガス石炭・石油 e-メタン

CH4

天然ガスe-メタン製造

環境価値CH4

クリーンガス

CH4

クリーンガス証書

クリーンガス相当量認証

バイオメタン製造

8

環境価値の移転

家庭用コンロによるe-メタンの燃焼状況経済性

───

安定性

環境性

※1：「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令」(経済産業省・環境省)に基づき作成

※2：「IEA (国際エネルギー機関) Natural Gas Prospects to 2010」(1986年)

※3：火力発電所の大気影響評価 技術実証調査報告書 1990年3月/ エネルギー総合研究所

LNG価格推移イメージ スポット

価格上昇

長期契約価格

需給によりスポット契約による

調達価格は大きく変動する一方、

長期契約による調達価格は安定的

石炭 石油 天然ガス

100

75

55

CO2排出量 ※1 
グラフ中の数字は石炭を100とした場合の数字

• 天然ガスとほぼ同じ成分であるため、お客さまの燃焼機器を交換する

必要がなく、既存のオペレーションが変わらないシームレスな移行が可能

• 既存インフラを活用可能であるため、燃料転換による社会コストを低減

• 石炭・石油から天然ガスへの燃料転換により大幅なCO2削減

• コージェネによる高効率な省エネ機器の導入で更なるCO2削減を実現

• SOx排出量ゼロ、NOx排出量も大幅に削減して環境負荷も低減

• 天然ガスの長期契約により厳冬・酷暑や自然災害でもエネルギー供給を

停止させない供給安定性の実現や、価格のボラティリティ上昇を抑制

• 排出計上済みのCO2リサイクルにより、e-メタン燃焼時のCO2排出計上ゼロ

• 天然ガス火力発電の燃料を天然ガスからe-メタンに切替えることによって、

火力発電による電気エネルギーの脱炭素化が可能

• クリーンガス証書制度により、環境価値の認証や移転を実現

• 既存インフラを使って天然ガスと

e-メタンを同時に供給ができること

から、e-メタンの供給が不足する

場合でも一時的に天然ガス利用へ

戻せるため、高い供給安定性を確保
→ 天然ガス燃焼時と同じe-メタンの炎

クリーンガス

環境価値の移転SOX排出量 ※3

石炭 石油 天然ガス

100

68

0

NOX排出量 ※2

石炭 石油 天然ガス

100

71

20

37

〜



参考）天然ガスへの燃料転換・省エネの取り組み事例

• 〇〇
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重油からの

燃料転換

（石灰焼成キルン）

石炭からの

燃料転換

（火力発電）

石炭からの

燃料転換

（ボイラ）

取り組み

石炭からの

燃料転換

（ボイラ）

エネルギー事業者

四国セントラルエナジー※1

Daigasエナジー※4

双日大阪ガスエナジー※3

ひむかエルエヌジー※2

大王製紙株式会社

三島工場さま

（愛媛県）

旭化成株式会社

延岡地区さま

（宮崎県）

エースコックベトナム

株式会社さま

（ベトナム）

東洋紡株式会社さま

（山口県 岩国）

※1 大阪ガス（75.8%）、テス・エンジニアリング（14.0%）、四国ガス（5.1%）、四国電力（5.1%）
※2 宮崎ガス（51%）、大阪ガス（34%）、九州電力（7%）、日本ガス（7%）、旭化成（1%）
※3 双日（26%）、双日ベトナム会社（25%）、大阪ガスシンガポール（49%）
※4 Daigasエナジーによるエネルギーサービス

CO2削減

▲2.2万t/年

▲16万t/年

▲８万t/年

▲7.7千t/年

旭化成さま全体の年間
CO2排出量の5％

東洋紡さま全体の年間
CO2排出量の7％

ガスインフラ・利用機器

LNGサテライト設備
ガスタービンコージェネ
ガスボイラ
RPFボイラ等

LNGサテライト設備
ガス導管
ガスアトマイズバーナー

LNGタンク
内航船受入設備
LNG気化器
ガス導管
ガスタービンコージェネ等

ガスボイラ



メタネーション技術と社会実装イメージ

 2030年のe-メタン導入を目指し、従来技術であるサバティエ反応メタネーションに加えて、革新技術であるバイオメタネーションの実用化にも取り組む

 2050年に向けては、革新技術であるSOECメタネーション※の技術開発に取り組む

10

※Solid Oxide Electrolysis Cell (固体酸化物を用いた電気分解素子)



 独自の触媒を介して二酸化炭素と水素を反応させてメタンを作る技術であり、要素技術は確立済

 INPEXさまと共同でINPEX長岡鉱場内から回収したCO2を用いてe-メタンを製造する実証実験※を2024年度後半から2025年度にかけて実施

参考） 【技術開発①】サバティエメタネーション

11



参考） 【技術開発②】バイオメタネーション

 生物反応を用いてCO2と水素をメタンに合成する技術であり、エネルギーの地産地消に貢献可能

 大阪・関西万博では、会場の生ごみからバイオガスを発生させ、更にバイオガス由来のCO2とグリーン水素からサバティエメタネーション・バイオメタネー

ションによりe-メタンを製造し、利用する実証中

12

(1t/日)



 まず水やCO2をSOEC電解装置によって電気分解し水素やCOを生成し、次にそれらを触媒反応によってメタンを合成することを一貫のプロセスで実施。

世界最高レベルの変換効率を実現できる可能性あり

 セルスタック・電解装置のスケールアップ、耐久性・信頼性向上、最適なプロセス設計実現に向けて技術開発と小規模試験を実施。2030年度までの技術確

立（総合エネルギー変換効率80%）を目指す

参考） 【技術開発③】SOECメタネーション

13



• 全国のガス事業者が取り組んでいるe-メタン・バイオメタンの環境価値をクリーンガス証書を用いて移転、更にJクレジットも活用して、万博会場、ガスパビリ

オンへゼロエミガスを供給中

⼤阪・関⻄万博会場へのゼロエミガス供給

14

天然ガス
CH4

日本ガス
バイオメタン製造

東邦ガス
バイオメタン・
e-メタン製造

受入・貯蔵・輸送・供給
大阪ガス

天然ガス供給

東京ガス
バイオメタン・
e-メタン製造

大阪ガス
e-メタン製造設備

e-メタン
CH4

水素

H2

二酸化炭素

CO2

バイオ
ガス

CH4 CO2

西部ガス
e-メタン製造

（予定）

北陸ガス
バイオメタン製造

大阪・関西万博会場



• クリーンガス証書制度は、e-メタン・バイオメタンが持つ環境価値をガスそのものから切り離し、移転可能とする仕組み

• 2024年４月１日から実運用を開始

参考）クリーンガス証書
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CH4

メタネーション設備で
製造したe-メタン ガスそのもの

環境
価値

クリーンガス証書

ガス田由来の天然ガス

CH4

都市ガス クリーンガス証書

CH4

e-メタン・バイオメタン
とみなせるガス

バイオガス設備で
バイオメタン



• 2030年1%導入を起点に、2050年に向けた導入拡大やアジアの脱炭素化貢献を通じて国内外のe-メタンサプライチェーン構築を実現

• 様々なパートナーとグローバルにe-メタン製造プロジェクトを推進しつつ、e-NG※1Coalitionへの参画を通じてe-メタンの普及拡大を主導

• e-メタン製造は日本の競争力ある産業基盤を強化するとともに、新たな成長産業として日本・アジアの経済成長にも貢献

e-メタンのサプライチェーン構築に向けた挑戦
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台 湾
• CPC

韓 国
• SAMSUNG E&A 

• SK E&S

• KOGAS

マレーシア
• PETRONAS

国際市場形成への
取り組み

産ガス国の新たなエネルギー産業 アジアのe-メタン利用による脱炭素化日本の脱炭素化・エネルギー安全保障

当社が製造プロジェクトを検討

当社と利用協議を実施

e-NG Coalitionメンバー

• 三菱商事

• 東京ガス

• 東邦ガス

• INPEX

• IHI

• 川崎汽船

（2025年1月末時点の主な協業先）

ペルー
• PERU LNG

日 本
• ENEOSフランス

• TotalEnergies

• Engie

• Sempra Infrastructure

• Terraform Industries

• Standard Carbon

• StormFisher Hydrogen 

エネルギーセキュリティ向上

・既存天然ガス・LNG出荷設備

を利用可能

・国内外の複数拠点化により

地政学リスクを低減し、

安定供給に寄与

アジアでの普及拡大

・e-メタン利活用に向けて

海外のエネルギー事業者との

協議を実施

国内外のe-メタン

サプライチェーン構築

※1：electric natural gasの略称。e-メタンの欧米における別称

ドイツ
• RWE

UAE
• MASDAR

ベルギー
• TES

シンガポール
• City Energy

アメリカ
• Tallgrass

カナダ
• Teralta

オーストラリア
• Santos

イギリス
• Shell

 e-メタン等の国際市場形成

を目指す団体を設立し、

当社を含む日米欧の19社

が参画

団体への参画・協賛企業を

増やし、e-メタン等の国際

的認知度向上、取引・環境

制度形成へ取り組む



まとめ

• 〇〇
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 トランジション期には、化石燃料の中で温室効果ガスの排出が最も少ない天然ガスへの燃料転換と高

効率なガスシステムの普及・拡大により、足元での省エネ・省CO2に貢献。またエネルギーの多重化、

コージェネレーションなどの分散型電源の導入は災害時のレジリエンス向上にも寄与

その後、カーボンニュートラルに向けては、再生可能エネルギーから製造され、既存の都市ガスインフ

ラが利用可能なe-メタンを活用することで天然ガスからのシームレスな脱炭素化が可能

ただしe-メタン供給には、設備のスケールアップや高効率化にまだ時間と資金が必要。非化石エネル

ギー転換制度を設計する際には、エネルギーによって非化石化の時間軸が異なることに十分配慮す

ることで、特に制度開始初期においてお客さまの選択肢を狭めないようにして頂きたい





 本年６月、水を原料に水蒸気を発生させ、SOEC電解により水素を発生させるSOEC水蒸気電解装置と、得られた水素とCO2を混合、昇圧しメタン合成触

媒によってメタネーションを行うメタン合成装置が完成

SOECメタネーション ベンチスケール試験装置の概要

19

本件は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託業務「グリーンイノベーション基金事業／CO2等を用
いた燃料製造技術開発プロジェクト」の研究開発項目の一つである「合成メタン製造に係る革新的技術開発」にて実施するものです。

SOEC水蒸気電解装置 メタン合成装置

 e-メタン製造能力：10Nm3/h（一般家庭200戸相当）

 主要機器：

- SOEC水蒸気電解装置 ・・・ SOEC搭載電気炉、水蒸気ボイラ、熱交換器

- メタン合成装置 ・・・ 触媒反応器、水素圧縮コンプレッサ、熱交換器
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